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平成 26 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　
①事務事業名 担

当
部
課

部課コード 080200 ℡ 2991-1811

事業コード
骨粗しょう症検診事業 健康管理課

080205

開始年度　　　平成 12 年度 → 終了年度　　　平成 年度 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 検診グループ

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

事業の種別 ■ 自治事務 □ 法定受託事務 □ 法定受託＋附加 根拠法令

分野別計画・指針 高齢者福祉計画（市）
健康増進法

関連・類似事業

総合計画の体系 章 健康・福祉 節 保健・医療
基本
方針

生涯を通じた健康づくりを推進します

事業開始の背景

高齢女性における骨粗しょう症患者の増加等を受け、市では平成7年度から11年度にかけて所沢市骨粗しょう症対策事業に基づく骨密度測定
を実施した。
平成12年度からは老人保健法に基づき骨粗しょう症検診として実施することとなり、平成20年度からは、健康増進法第十九条の二及び健康増
進法施行規則第四条の二に基づく事業として、実施を継続している。

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

早期に骨量減尐者を発見するとともに、保健指導による改善と意識啓発を図ることで骨粗しょう症予防を推進する。

対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
13,725 人

単位
平成 24 年度 12,939 人

（千円）

年度年齢が、40歳・45歳・50歳・55歳・60歳・65歳・70歳の女性の市民のうち、通院で
の検査や職場での検診機会がない方の想定人数 平成 25

（千円）

年度

平成

事業の具体的な内容及び実施方法

【募集方法】　　4月発行の健康カレンダー、5月号の広報で周知及び募集
【内容】　前腕骨の骨のⅩ線検査(ＤＸＡ法)により骨密度を測定。市民医療センターに委託
【実施期間】　7月から11月
【一部負担金】　500円
【結果通知】　検診後、概ね1ヶ月後に本人に結果を通知する。

≪会計種別≫ 一般会計 平成 24 26年度 年度 （千円）

当初予算 6,666 6,243 7,001

平成 25 年度

決　　　算　（見込み含む） 5,711 5,540

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員） （ 0.00 人） （ 0.90 人） （ 0.00 人） （ 0.45 人）

正規職員人件費 1.19 人 10,546 0.84 人 7,466 平成26年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

事業費合計 16,257 13,006

一般財源 13,006 10,254 2,445

国・県支出金 2,563 2,014 3,820

その他（　　　　　　　　　　）一部負担金 ） 688 738 736

⑤
実
績

項目名 項目説明 単位

活動実績

骨粗しょう症検診対象者 対象者数 人

Ｈ 24 Ｈ 25 H26見込み 将来目標

骨粗しょう症検診受診者 受診者数 人 1,489 1,498

骨粗しょう症検診申込者 申込者数 人 1,947 1,885 1,651

25 
 

⑥
成
果

　 項目名 項目説明 単位

成果指標 ％

3,250

12,939 13,725 13,828 13,000

2,600

H26目標値 将来目標

目標値 15 15 15 20

Ｈ 24 Ｈ

実 績 12 11 「実績」
拡大図る

「実績」
縮小図る

目標達成状況 どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています ％ 達成率 77 73
↑どちらかを

チェックしてください

対象者における受診率 受診率(受診者数÷対象者数×100）

⑦
改
善
点

平成25年度中に改善した点（どのように改善したか、それにより何がどうなったかを具体的に記載してください）

申込者に対して、毎月末に翌月が受診月である旨の案内はがきを送付したことにより、未受診者の増加を防止した。

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

拡大 縮小
理由 申込者数の向上と若年層の受診率向上を図る必要があるため

継続

改善・
効率化

現状
維持

その
他終了

次年度予算 拡大 縮小
現状
維持

理由
消費税増税に伴う検診委託料単価等の増額と、申込者数増を目指し受診勧
奨通知の対象枠を広げるため

今年度の状況と今後の方向性

評価日 H26.8.12 評価者職氏名 健康管理課長　瀬能　幸則

骨粗しょう症を予防する本事業の継続は不可欠である。今年度については、受診者の待ち時間をなるべく尐なくできるように受付や結果通知等の方法を調整しなが
ら実施している。今後も引き続き未受診の方を対象に勧奨ハガキを発送し、日程の変更が可能であること、骨祖しょう症検診の有効性を改めて周知することで、受
診率向上に努めていく。

無⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

文書の作成
規制を受ける環境法令等

緊急事態 無

※「財源内訳」について 

財
源
内
訳
 

④
経
 
 
費
 

※「財源内訳」について 


